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✓ 病院が存続するために必要な具体的判断を行う場とする。

✓ 「市の繰出金が10億円の範囲内で持続可能な経営ができ
る事業体制となるためには何を維持し、何を縮小・見直
すか」を４つの論点に基づいて議論する。

✓ 「理想論」や「網羅的な意見出し」ではなく方向性確認
を重視する。

本日の議論の前提条件について
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赤字構造の分析（正常操業度と管理可能性）

正常に動いていないことによる赤字
（病院が経営改善で対処）

正常に動いているがなお生じる赤字
管理可能な構造的赤字

（市と病院が協議して対処）

（ここには基本入らない）
管理不能な構造的赤字

（市の政策判断・繰入金で対応）

正常操業度 低 正常操業度 高

管理可能性
高

管理可能性
低

経営改善領域 協議領域

政策判断領域
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下記条件のもと算出を行った。

＜算出目的＞
病院全体の財務状況を把握するうえで、不採算となっている診療科を明らかにするため。

＜算出方法＞
基本は下記の算出方法にて令和6年度の入外データを用いて算出（自費診療含）
診療科別の収入-（薬剤費＋材料費＋人件費）＝粗利

・診療科別の収入 → 収入点数を使用

・薬剤費

・材料費
償還材料→使用が想定される診療科へ割り当て
一般材料→病院より受領した購入材料価格を基に、材料の用途によって按分

按分方法：患者数・手術件数・診療科特有の材料は該当診療科に割り当て

・人件費
医師→所属診療科に割り当て
看護師・検査技師・放射線技師・薬剤師・栄養士・事務→診療科ごとの延べ患者数で按分
※手術室看護師は麻酔科へ割り当て
療法士→リハビリを実施した延べ患者数で按分（入院外来）
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＜参考＞日野市立病院の支出の内訳

※単位：億円
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＜参考＞
経費の内訳は下記の通り。

※令和6年度 市立病院事業会計決算書より
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各診療科の収支は下記の通り。
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※単位：億円
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項目 内科 整形外科 外科

粗利（収入-人件費-材料費-薬剤費） 1.6億円 2.6億円 1.9億円

その他費用差引後 -4.4億円 -2.1億円 -1.1億円

収入
■入院収入
■外来収入

支出
■人件費（医師）
■人件費（看護師）
■人件費（その他）
■材料費
■薬剤費
■その他費用
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各診療科の収支は下記の通り。
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※単位：億円
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項目 循環器内科 小児科 産婦人科 泌尿器科 歯科口腔外科

粗利（収入-人件費-材料費-薬剤費） 0.4億円 -0.1億円 -0.1億円 0.3億円 0.6億円

その他費用差引後 -1.0億円 -1.4億円 -1.1億円 -0.6億円 -0.1億円

収入
■入院収入
■外来収入

支出
■人件費（医師）
■人件費（看護師）
■人件費（その他）
■材料費
■薬剤費
■その他費用
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各診療科の収支は下記の通り。

※単位：億円
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項目 眼科 耳鼻咽喉科 皮膚科 脳神経外科 精神神経科

粗利（収入-人件費-材料費-薬剤費） 0.3億円 -0.1億円 -0.4億円 -0.2億円 -0.3億円

その他費用差引後 -0.2億円 -0.4億円 -0.5億円 -0.4億円 -0.4億円

収入
■入院収入
■外来収入

支出
■人件費（医師）
■人件費（看護師）
■人件費（その他）
■材料費
■薬剤費
■その他費用
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各診療科の収支は下記の通り。

※単位：億円
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項目 リハビリ 透析科 麻酔科 放射線科 救急科

粗利（収入-人件費-材料費-薬剤費） 0.0億円 0.4億円 -3.2億円 -0.8億円 -0.8億円

その他費用差引後 -0.1億円 0.2億円 -3.3億円 -0.8億円 -0.9億円

収入
■入院収入
■外来収入

支出
■人件費（医師）
■人件費（看護師）
■人件費（その他）
■材料費
■薬剤費
■その他費用
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今後の高齢化を踏まえ、高齢者救急や急性期後の受け皿機能を、
市立病院がどの程度担うべきかを議論する。

＜議論のポイント＞

• 高齢者に対する救急と、高齢者以外の救急と分けて考える必要はあるか

• 高齢者救急について、市立病院が担うべき役割は何か

• 急性期治療後の下り搬送・後方支援体制に課題はあるか

• 地域包括ケア、在宅、介護施設との連携をどう整理するか

• 病院単独ではなく、地域全体でどのように受け止めるか

1. 高齢者医療（高齢者救急）をどう担うか。
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日野市が日野市立病院に期待していた役割

令和8年8月25日

地域医療の
セーフティネット

市内唯一の
周産期・小児医療イ

ンフラ

公立の災害医療・感
染症対策拠点

地域医療連携の
中核的ハブ

福祉施策と
連動した後方支援

24h365dで内科・外科・小児科を
含む二次救急指定病院として救
急患者を受け入れ、「お断りの無
い医療」を実現する。

東京都災害拠点病院として、
DMATを擁するほか、感染症指定
病院としても地域医療を支える。

日野市内で唯一分娩がで
きる医療機関であるほか、
小児救急診療体制を確保
することで、日野市の出産・
子育てインフラとなる。

地域医療支援病院としてかかりつけ
医と機能分担しつつ、診療情報共有
等を通じて地域包括ケアシステムのハ
ブとして機能する。

市の精神保健や女性特有の健康
支援、在宅療養等市の福祉健康
施策全体を下支えする現場機関。
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＜現状と費用の観点＞
日野市立病院では稼働の約半分が高齢者救急である。
粗利で+5.5億円だが、設備費等を加味すると少なくとも-4.5億円程度となる。

高齢者救急を
65歳以上予定外とすると
約100床・入院収入17.8億円
が対象となる

※65歳以上予定外の主な疾患（日野市立病院にて1床以上の疾患）

※2025年度実績

項目 費用概算

医師（20名換算） 5.6億円

看護師（64名） 5.1億円

薬剤・材料費 1.6億円

費用小計 12.3億円

その他設備・減価償却等
（病院全体20億円）
のうち100％を診療科で
按分すると仮定

10億円
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＜地域での受け入れの観点＞
近隣での高齢者救急受け入れは病床数の視点では問題ないと考えられる。

【日野市・八王子市 受け入れ可能（急性期）病床数】

※年月：2025年実績
※株式会社グローバルヘルスコンサルティング・ジャパンがデータを保有する病院に限る
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＜救急医療の整理＞日野市立病院の場合は救急＝高齢者救急と置き換えてよいほど
高齢者が大半を占めているため、現実的には下記となる。

小児周産期

救急受入あり 救急受入なし

高
齢
者

救急受入
あり

現状機能
※増患しなければ

5億円～の赤字

小児科周産期
の縮小

※テーマ３の試算
2億円程度の収支改善

救急受入
なし

小児周産期に特化し他診療科は
予定入院をメインにする

※がんや予定整形手術の集患が
必須であり現実的ではないか

救急受入廃止
※病床数は半数でよくなり、

近隣急性期病院の
後方連携先となるイメージ。
テーマ１の試算2 or 3
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＜参考；後方連携の状況＞後方連携は高齢者救急が大半を占めているため、
高齢者救急を手放した場合は、連携の必要性は低くなる。

【日野市立病院 65歳以上退院先】

※年月：2025年年度実績

病院名
逆紹介
回数

A病院 163

C病院 118

D病院 75

E病院 50

F病院 46

総計 452

【日野市立病院→後方病院への逆紹介】

施設名
逆紹介
回数

施設A 27

施設B 15

施設C 12

施設D 9

施設E 6

施設F 6

施設G 4

施設H 3

施設I 3

施設J 2

施設K 2

施設L 2

総計 107

【日野市立病院→在宅・介護への逆紹介】

予定整形疾患の回リハ紹介など
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経営合理性だけでは判断できない機能について、市として支
えるべきかを議論する。

＜議論のポイント＞

• 災害医療・感染症対応をどの水準で維持するか

• 公立病院として維持すべき最低限の機能は何か

• 市内唯一の分娩機能を維持する必要があるか

• 小児医療をどの水準で維持するか

• 上記の医療を縮小した場合、市民や地域医療にどのような影響があるか

• 他医療機関との役割分担は可能か

2. 政策的に維持する機能をどう決めるか

※6事業とは、救急医療・災害医療・へき地医療・周産期医療・小児医療・新興感染症対応のこと
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• DMAT（災害派遣医療チーム）の編成と派遣 853,790円
（※直近の派遣時(R6年度)の費用）

厚生労働省からの出動命令に応じて被災地へ出動し、救命処置や医
療活動の調整を行う。

• 災害マニュアルとBCPの策定 0円（特になし）

東京都の災害医療体制に合わせ、災害時用のマニュアルおよび事業
継続計画（BCP）を策定・運用している。

• 体験型防災設備訓練 数十万円程度

火災などの災害時に備え、職員の防災意識向上や避難誘導がスムー
ズに行えるよう定期的に訓練を実施している。

• 災害時協力協定の締結 0円（特になし）

災害時に不可欠な大量の水（治療水・透析水など）を確保するため、
企業や日野市と連携協定を結び、インフラ面での備えを行っている。

＜災害医療＞
災害医療の備えは100万円前後であり、大きな金額ではない。



24

＜感染症＞COVID-19 と同規模の感染症が発生した場合、
市立病院では最大1日17.2人の患者が入院。1病棟は感染症用のベッドとして必要となる。

58
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【COVID-19患者 症例数 月次推移】

2025年度
平均4.8症例/月

2024年度
平均9.6症例/月

2023年度
平均15.0症例/月

2022年度
平均23.0症例/月

2021年度
平均28.9症例/月

2020年度
平均16.2症例/月

＜論点＞
日野市としてCOVID-19患者の日野市立病院の受入れはスムーズであったと感じるか？
補助金とのバランスで考えるとパンデミック時はほぼ均衡、それ以外は補助金が費用を上回る。

※2020年4月～2025年3月 ※受領データより算出

最低でも1病棟分が感染病棟となり
人件費＝5億円
材料費＝2億円
設備費按分＝5億円程度
が費用としてかかることになる

有事に一部人員と設備を充てることになるため
平時に特別な費用が掛かるわけではない
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元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

利益 費用 利益 費用 利益 費用 利益 費用 利益 費用 利益 費用
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99 109

114 106 97 88 80 71

233 249 247 317 293 318

1,581

3,251

2,928

2,381

1,347 1,350

367 379 371 429 387 402
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受取利息及び配当金 国庫補助金 都補助金 負担金交付金

他会計補助金 その他医業外収益 長期前受金戻入 支払利息

消費税及び地方消費税 雑損失

＜参考＞医業外収支
令和2年～令和4年まではコロナ補助金あり。

金額（百万円）

【日野市立病院 医業外収支 年度別推移】

※日野市立病院 損益計算書（令和元年度～令和6年度）
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＜小児；地域での受け入れの観点＞
詳細調査の結果、対象疾患・空き病床ともに八王子市の複数病院のみでも受け入れが可能であ
るため、立川その他範囲を広げればさらに受け入れは可能と考えられる。

疾患名 症例数/月 病床数/日
他院対応
実績

食物アレルギー ； 手術なし 14.2 0.9 〇

急性気管支炎、急性細気管支炎、
下気道感染症（その他） ； 手術なし

4.7 0.7 〇

妊娠期間短縮、
低出産体重に関連する障害 ； 手術なし

4.3 1.3 〇

熱性けいれん ； 手術なし 4.1 0.4 〇

総計 56.5 6.9

【入院症例 疾患内訳】

【外来症例 疾患内訳】

※2025年3月～2026年2月

主傷病名
診療日数

/月
外来収益
（千円）/月

外来単価
（円）

他院対応
実績

気管支喘息 105.2 571.8 5,437 〇

食物アレルギー 57.0 317.5 5,570 〇

急性上気道炎 20.6 213.8 10,389 〇

便秘症 31.9 231.6 7,256 〇

てんかん 30.8 234.5 7,604 〇

アレルギー性鼻炎 27.9 135.9 4,869 〇

川崎病 29.8 338.6 11,382 〇

熱性痙攣 25.6 255.9 10,003 〇

※八王子市の複数病院に少なくとも12.3床の空きあり

※ 八王子市の複数病院に診療実績あり
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＜費用の観点＞小児科は粗利ベースではやや赤字。
設備費等を加味すると1億円程度のマイナスが見込まれる。
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項目 循環器内科 小児科 産婦人科 泌尿器科 歯科口腔外科

粗利（収入-人件費-材料費-薬剤費） 0.4億円 -0.1億円 -0.1億円 0.3億円 0.6億円

その他費用差引後 -1.0億円 -1.4億円 -1.1億円 -0.6億円 -0.1億円

収入
■入院収入
■外来収入

支出
■人件費（医師）
■人件費（看護師）
■人件費（その他）
■材料費
■薬剤費
■その他費用
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＜小児；選択肢＞
仮に15床が日野市立病院に求められる病床数（日野市の需要）であれば、
必要医師数は3－4人と想定。考えられる選択肢は3つ。

15床/日の運用に対する必要医師数は3－4人と想定。
（※内訳：医師1人あたり3-4人の受け持ち患者＋外来患者＋夜勤等交代勤務込み）
小児医療の今後についての選択肢は下記3つ。

【1日平均患者数推移 小児科】
（常勤医師7名）

9.2

4.8

6.0

6.4

7.8

10.6

9.1

6.1

選択肢 提供する医療
必要な医師数
（変化人数）

検討事項 財政視点

①
食物アレルギー

＋重症でない小児救急
3-4人

（3-4人の削減）
現在の需要を引き続き担う場合は医師の削減が必要 数千～1億円の赤字減

② 提供なし
0人

（7人の削減）
他施設で対応かどうか 数千～2億円の赤字減

③ より高度な疾患に対応できる医療
7人

（±0人）
1日平均患者数は今の倍の患者数が必要
日野市の需要と体制の状況を鑑みて検討が必要。

集患成功前提のため
＋1～2億円の黒字

※数値は各年度の1日平均患者数

1日平均患者数

（年度）
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＜産婦人科；現状と地域での受け入れの観点＞
日野市立病院の分娩件数は減少傾向。入院症例数と疾患については近隣病院で対応可能と推定。

疾患名
症例数

/月
他院対
応実績

胎児及び胎児付属物の異常 ； 手術あ
り

3.1 〇

子宮の良性腫瘍 ； 手術あり 2.3 〇

卵巣の良性腫瘍 ； 手術あり 1.8 〇

流産 ； 手術あり 1.5 〇

分娩の異常 ； 手術あり 1.3 〇

子宮頸・体部の悪性腫瘍 ； 手術あり 1.1 〇

0
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300

R1 R2 R3 R4 R5 R6

分娩件数

【日野市立病院 分娩件数】【入院症例 疾患内訳】

※2025年3月～2026年2月 ※分娩件数は受領資料より

日野市立病院
分娩件数

R1 R2 R3 R4 R5 R6

月あたり分娩件数 20.8 18.1 18.5 17 14.6 13.3

日野市出生数に対するカバー率 19.9% 18.4% 18.7% 18.5% 15.9% -

※八王子の複数病院にて
医師数から換算すると十分な空きあり
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＜参考；近隣の産科＞近隣の分娩可能な施設は下記の通り。（八王子市にはさらに120床あり）
日野市立病院年間160件であり、各医院で月1-2件増であれば受け入れできる可能性は高い。

※厚労省_出産なびより ※日野市立病院と異なる点のみ青字で表示

●日野市立病院
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり

●とくおか助産院
無痛分娩なし
立ち合い可能
個室あり、1床

●ベリエの丘
クリニック
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり、16床

●みなみ野
グリーンゲイブ
ルズクリニック
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり、13床

●ベルンの森
クリニック
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり、14床

●日本医科大学
多摩永山病院
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり、28床

●立川病院
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり、25床

●永井産婦人科病院
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり、40床

●立川相互病院
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり、27床

●井上レディースクリニック
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり、19床

●石原レディースクリニック
無痛分娩あり
立ち合い可能
個室あり、12床
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＜費用の観点＞産婦人科は粗利ベースではやや赤字。
設備費等を加味すると1億円程度のマイナスが見込まれる。
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※単位：億円
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項目 循環器内科 小児科 産婦人科 泌尿器科 歯科口腔外科

粗利（収入-人件費-材料費-薬剤費） 0.4億円 -0.1億円 -0.1億円 0.3億円 0.6億円

その他費用差引後 -1.0億円 -1.4億円 -1.1億円 -0.6億円 -0.1億円

収入
■入院収入
■外来収入

支出
■人件費（医師）
■人件費（看護師）
■人件費（その他）
■材料費
■薬剤費
■その他費用
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1. 本日の議論の前提条件

2. 診療科別粗利

3. 重点テーマ
1. 高齢者医療（高齢者救急）をどう担うか

2. 政策的に維持する機能をどう決めるか

3. 診療科構成をどう考えるか

4. 病床規模・機能をどう考えるか

4. 議論結果の整理と次回に向けて

アジェンダ
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各診療科について、市立病院として担うべき機能か、縮小・見
直しの対象かを議論する。

＜議論のポイント＞

• 赤字額が大きい診療科・部門はどこか。

• 地域医療上、維持が必要な診療科はどこか。

• 民間医療機関や周辺病院で代替可能な診療科はどこか。

• 医師確保が困難で、継続性に課題がある診療科はどこか。

• 診療科を維持する場合、どの程度の収支悪化を許容するか。

3. 診療科構成をどう考えるか。（周産期・小児は別論点とする）
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日野市立病院 診療科関係図

消化器内科

腎臓内科

小児科

外科
（小児外科含む）

整形外科

脳神経外科

皮膚科

泌尿器科

産婦人科

眼科

耳鼻咽喉科

歯科口腔外科

リハビリテーション科

放射線科

救急科

内科系 外科系

呼吸器内科

腎臓内科（内科）

血液内科（専門外来）

膠原病科（専門外来）

神経内科（専門外来）

院内
コンサル系

透析科

糖尿病（内科）

精神科

麻酔科

周術期関連

内科

※赤枠：民間医療機関や周辺病院で代替可能な診療科に該当すると想定される診療科
※太字：救急・手術に関連して必要と思われる診療科

Ⅱ型糖尿病を診察

循環器内科
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疾患名 症例数/月
他院

対応実績

前立腺の悪性腫瘍 ； 手術なし 4.5 〇

膀胱腫瘍 ； 手術あり 2.7 〇

上部尿路疾患 ； 手術あり 1.8 〇

腎臓又は尿路の感染症 ； 手術なし 1.3 〇

男性生殖器疾患 ； 手術なし 1.0 〇

膀胱腫瘍 ； 手術なし 0.6 〇

前立腺肥大症等 ； 手術あり 0.6 〇

敗血症 ； 手術なし 0.5 〇

＜泌尿器科＞主に入院では前立腺の悪性腫瘍手術なしを診療。
粗利は+3,000万円だが、設備費等を加味すると6,000万円程度のマイナスが見込まれる。

【入院症例 疾患内訳】

【外来症例 疾患内訳】

※2025年3月～2026年2月 ※南多摩医療圏＋近隣市町村

主傷病名
診療日数

/月
外来収益
（千円）/月

外来単価
（円）

他院
対応実績

前立腺肥大症 288.6 2735 9,477 〇

前立腺癌 129.4 3281 25,352 〇

過活動膀胱 55.4 310.6 5,605 〇

膀胱癌 58.8 1384.6 23,568 〇

血尿 65.1 765.0 11,755 〇

神経因性膀胱 25.7 260.9 10,163 〇

尿管結石症 24.8 263.9 10,663 〇

顕微鏡的血尿 15.8 95.8 6,052 〇

尿閉 12.4 66.7 5,376 〇

※八王子の複数病院にて十分な空きあり
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■材料費
■薬剤費
■その他費用
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疾患名
症例数/
月

他院
対応実績

白内障、水晶体の疾患 ； 手術あり 27.0 〇

斜視（外傷性・癒着性を除く。） ； 
手術あり

0.2 〇

白内障、水晶体の疾患 ； 手術なし 0.1 〇

主傷病名
診療日
数
/月

外来収益
（千円）/

月

外来単価
（円）

他院
対応実績

眼内レンズ挿入
眼

88.8 835.3 9,412 〇

糖尿病網膜症 53.8 661.1 12,280 〇

遠視性乱視 59.4 535.5 9,012 〇

近視性乱視 44.7 552.9 12,378 〇

【入院症例 疾患内訳】

【外来症例 疾患内訳】

※2025年3月～2026年2月 ※南多摩医療圏＋近隣市町村

＜眼科＞主に白内障を診療。
粗利は+3,000万円だが、設備費等を加味すると2,000万円程度のマイナスが見込まれる。

0.8 

0.6 

0.0 

0.2 

0.5 

0.3 

0.1 

0.5 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

支出 収入

億 収入
■入院収入
■外来収入

支出
■人件費（医師）
■人件費（看護師）
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■その他費用

※八王子の複数病院にて十分な空きあり
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＜耳鼻咽喉科＞主に扁桃炎や中耳炎を診療。
粗利は-1,000万円だが、設備費等を加味すると4,000万円程度のマイナスが見込まれる。

疾患名
症例数/
月

他院
対応実績

扁桃、アデノイドの慢性疾患 ； 手術あり 3.3 〇

滲出性中耳炎、耳管炎、耳管閉塞 ； 手術
あり

1.3 〇

慢性副鼻腔炎 ； 手術あり 1.2 〇

前庭機能障害 ； 手術なし 1.1 〇

突発性難聴 ； 手術なし 0.8 〇

扁桃周囲膿瘍、急性扁桃炎、急性咽頭喉頭
炎 ； 手術なし

0.5 〇

上気道炎 ； 手術なし 0.5 〇

【入院症例 疾患内訳】

【外来症例 疾患内訳】

主傷病名
診療日数

/月
外来収益
（千円）/月

外来単価
（円）

他院
対応実績

感音難聴 163.2 962.3 5,898 〇

アレルギー性鼻炎 82.3 499.5 6,073 〇

慢性副鼻腔炎 75.8 578.5 7,629 〇

滲出性中耳炎 50.4 419.5 8,321 〇

めまい症 32.3 194.9 6,028 〇

喉頭腫瘍 23.8 245.9 10,352 〇

突発性難聴 21.8 139.2 6,374 〇

甲状腺腫瘍 22.1 122.9 5,564 〇

※2025年3月～2026年2月
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支出
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■人件費（看護師）
■人件費（その他）
■材料費
■薬剤費
■その他費用

※八王子の複数病院にて十分な空きあり
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疾患名 症例数/月
他院

対応実績

膿皮症 ； 手術なし 0.3 〇

詳細不明の損傷等 ； 手術
なし

0.2 〇

紅斑症 ； 手術なし 0.1 〇

帯状疱疹 ； 手術なし 0.1 〇

※2025年3月～2026年2月

【入院症例 疾患内訳】

【外来症例 疾患内訳】

主傷病名
診療日
数
/月

外来収益
（千円）/

月

外来単価
（円）

他院
対応実績

皮脂欠乏性湿疹 71.8 291.9 4,063 〇

湿疹 39.1 158.5 4,056 〇

アトピー性皮膚
炎

29.4 108.7 3,696 〇

足白癬 28.9 341.4 11,806 〇

脂漏性角化症 26.3 94.5 3,589 〇

皮膚腫瘍 16.0 145.1 9,070 〇

尋常性乾癬 16.8 240.1 14,261 〇

じんま疹 16.7 79.0 4,740 〇

＜皮膚科＞主に膿皮症等を診療。
粗利ですでに-4,000万円であり、設備費等を加味すると5,000万円程度のマイナスが見込まれる。
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※八王子の複数病院にて十分な空きあり
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仮に4診療科を削減した場合でも財政への影響は限定的。

※単位：億円
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項目 泌尿器科 眼科 耳鼻咽喉科 皮膚科 総計

粗利（収入-人件費-材料費-薬剤費） 0.3億円 0.3億円 -0.1億円 -0.4億円 0.1億円

その他費用差引後 -0.6億円 -0.2億円 -0.4億円 -0.5億円 -1.7億円
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■入院収入
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支出
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1. 本日の議論の前提条件

2. 診療科別粗利

3. 重点テーマ
1. 高齢者医療（高齢者救急）をどう担うか

2. 政策的に維持する機能をどう決めるか

3. 診療科構成をどう考えるか

4. 病床規模・機能をどう考えるか

4. 議論結果の整理と次回に向けて

アジェンダ
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現在の病床規模や急性期中心の機能構成が、将来の医療需要や
地域医療の実態と整合しているかを議論。

＜議論のポイント＞

• 現在の病床規模は、将来需要に対して過大ではないか

• 急性期中心の機能構成を維持する必要があるか

• 回復期・地域包括ケア・後方支援機能などへの転換余地はあるか

• 周辺医療機関で代替可能な機能と、市立病院が担うべき機能を

どう切り分けるか（論点1～３の議論を踏まえたうえで）

4. 病床機能・規模をどのように考えるか。
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日野市のDPC症例は年々増加傾向にあり、
2045年に向けて13.9％の上昇が見込まれる。

【日野市 年齢階級別 将来推計入院患者数/日（DPC）】

※将来推計入院患者数：将来推計人口×性･年齢階級別受療率×性･年齢階級別疾患割合（23年度弊社DPCデータ）×入院料別割合
※国立社会保障人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）
※厚生労働省「社会医療診療行為別統計」（2022年度）

(人)

＋13.9％
＋8.8％
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疾患分野別：今後下記赤枠の領域では患者数の増加が予測される。
特に呼吸器、循環器、腎尿路、外傷では増加率が30%以上。

【日野市 MDC2別 将来推計入院患者数/日】

※将来推計入院患者数：将来推計人口×性･年齢階級別受療率×性･年齢階級別疾患割合（24年度弊社DPCデータ）
※国立社会保障人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）
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※赤枠： 20年に対して45年が10％以上増加

※コロナ影響
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日野市の地ケア・回リハ症例は年々増加傾向にあり、
2045年に向けて20.0％の上昇が見込まれ、上昇率はDPC症例より多い。

【日野市 年齢階級別 将来推計入院患者数/日（地ケア・回リハ）】

※将来推計入院患者数：将来推計人口×性･年齢階級別受療率×性･年齢階級別疾患割合（23年度弊社DPCデータ）×入院料別割合
※国立社会保障人口問題研究所 日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）
※厚生労働省「社会医療診療行為別統計」（2022年度）
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約10年間でほとんどの近隣病院は稼働病床数が減少。
一方で、直近1年間では、稼働病床数は改善傾向にある病院が多い。
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※退院患者調査より ※左から2013年の病床数降順に表示
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＜再掲；地域での受け入れの観点＞
近隣での受け入れは病床数の視点では問題ないと考えられる。

【日野市・八王子市 受け入れ可能（急性期）病床数】

※年月：2025年実績
※株式会社グローバルヘルスコンサルティング・ジャパンがデータを保有する病院に限る
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看護師人件費

＜7対1；現状全病棟＞

• 1病棟（45床）あたり看護師は32人必要 ＝ 2億5,600万円

＜10対1；参考＞

• 1病棟（45床）あたり看護師は23人必要 ＝ 1億8,400万円

⇒ 10対1にした場合は1病棟当たり約7,000万円の削減

※選択肢としては夜間配置を減らし人件費を削減することも考えられるが、

機能転換候補となる地域包括医療病棟・地域包括ケア病棟では

夜間配置を減らすことができないため考慮しない。

その他設備費等

• 病院全体20億円のうち100％を病棟で按分すると仮定＝3億円

＜病床削減による財政への影響＞
概算ではあるが、1病棟には最低でも6億円～程度の費用がかかっているため、
稼働をほぼしていない（空床）のであればその金額が削減となる。

病床削減にて想定できる費用は看護師の人件費であるためおおよその金額感を示す。

※看護師人件費：4週8休＋祝日休みの場合、年間の勤務日数は240日、年次有給休暇20日、夏季休暇5日は加味していない、年収800万円と仮定
※その他設備費等：300床に対し45床の15％を按分
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機能分化としてとりうる選択肢は、現実的には急性期＋地ケアと考えられる。
（高齢者救急に力を入れるという選択となり、回リハは療法士確保などを考えると難しい。）

地域包括医療病棟
（地包医）

地域包括ケア病棟 回リハ病棟

病棟の特徴 ・高齢の軽症～中等度の救急患者 ・サブアキュート
・在宅復帰

・脳卒中や大腿骨骨折の患者でリ
ハビリが必要な患者

提供される
主な医療

急性期治療＋リハビリ＋栄養管理 医療＋リハビリ＋退院支援 1日最大3時間のリハビリ

在院日数 平均在院日数21日以内
90日が上限

40日以降減算、60日まで 疾患により上限あり
60日～150日

看護師配置 10対1 13対1 13対1 or 15対1

療法士配置 常勤のPTorOTorSTが
2名以上

常勤のPTorOTorSTが
1名以上

専従常勤PT3名以上
+専従常勤OT2名以上
+専従常勤ST1名以上

メリット ・入院料の減収幅は他2病床と比
べて低く抑えられる。
・日野市の地域ニーズと現在の疾
患構成にはマッチしている。

・看護師の人件費負担低い。
・救急応需が低くても成立しやす
い。
・八王子の後方支援需要を取り込
みやすい。

・看護師の人件費負担低い。
・高齢化が進む日野市のニーズに
マッチしている。
・救急応需が低くても成立する。
・八王子の後方連携支援需要を取
り込みやすい。

デメリット ・今より多く救急を受け入れる必
要がある(ex.尿路感染症、肺炎)

・診療単価は現在より低くなる
（運用によっては解決可能）

・回リハ病棟と患者層が一部競合
・地域連携室の強化など在宅復帰
支援の体制構築を行う必要がある。

・近隣に競合あり（多摩平の森）
・リハスタッフの大量確保が必要。
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＜参考資料＞
急性期入院料の要件比較

急性期病院A 急性期病院B 急性期一般１ 急性期一般４

看護配置 7対1 10対1 7対1 10対1

看護・多職種※ × 〇 × 〇

救急搬送件数 2,000件/年以上

救急搬送件数
1,500件/年以上

救急搬送件数
500件以上かつ
全身麻酔件数
500件以上

- -

全身麻酔件数 1,200件/年以上 - -

看護必要度※1 27%,34% 27%,34% 27%,34%
19%

(27%,34%※2)

他病棟との
組み合わせ

地包医×
地ケア×

地包医× - -

将来性 DPC病院 DPC病院
DPCから退出する

可能性
DPCから退出する

可能性

【日野市立病院の状況】
救急搬送件数：2,790件
全身麻酔件数：1,352件

※1看護必要度：どのくらい重症な患者を診療しているかの指標
※2看護多職種協働加算を算定した場合
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＜参考＞看護必要度とは、下記の項目に該当する患者が1日あたりどのくらいの割合で入院し
ているかを算出したもの。≒入院患者の重症度を測るもの

※令和8年度診療報酬改定説明資料より一部抜粋
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＜参考＞看護多職種協働加算とは、看護配置基準について看護師以外の職種の配置も加味する
ことで、多職種で協働することを評価する加算。

※令和8年度診療報酬改定説明資料より一部抜粋
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DPC病院であることを想定すると
病床数の削減・病床機能の転換に関する試算は下記の通り。

項目 [1] [2] [3]

入院料 急性期A 急性期B+多職種
急性期B＋多職種

＋地ケア

看護配置 7:1 10:1
10:1
13:1

救急応需率
現状維持
(55%）

現状維持
(55%）

現状維持
(55%）

病床数
(削減病床数)

172
(128≒3病棟)

172
(128≒3病棟)

217+40
(43≒1病棟)

R6
経常
利益率

▲18.6%

SIM

▲3.8% 0.0% 0.0%

(収入-費用)
収入

-2.7億
71.5億

0億
71.4億

0億
81.0億

削減(増収)
見込み金額

11.6億 14.3億 14.3億

※24年度制度「急性期一般入院料１」と26年度制度「急性期病院A」「急性期病院B」「看護・多職種連携加算」
「地域包括ケア病棟入院料」との比較 ※繰入金約10億加味 ※設備費を1病棟3億円で計上
※看護師人件費は施設基準配置分、医師人件費は実績を基に1.5億円/1病棟、その他人件費人件費は実績を基に1.5億円/1病棟

300

172 172
217

40

0

100

200

300
急性期 地ケア病床数イメージ
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1. 本日の議論の前提条件

2. 診療科別粗利

3. 重点テーマ
1. 高齢者医療（高齢者救急）をどう担うか

2. 政策的に維持する機能をどう決めるか

3. 診療科構成をどう考えるか

4. 病床規模・機能をどう考えるか

4. 議論結果の整理と次回に向けて

アジェンダ
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1. 高齢者医療（高齢者救急）をどう担うか

2. 政策的に維持する機能をどう決めるか

3. 診療科構成をどう考えるか

4. 病床規模・機能をどう考えるか

各テーマにおける議論内容の確認と次回に向けた検討
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